
令和６年度 第１回 健康福祉審議会 

日 時 令和７年３月 13 日（木） 

午後７時 15 分～８時 30 分（予定） 

会 場 静岡市役所静岡庁舎 本館３階 第一委員会室 

 

次第 

１ 開会 

２ 議事 

（１）報告事項（専門分科会等における調査審議） 

ア 高齢者保健福祉専門分科会、介護保険専門分科会（高齢者

福祉課、介護保険課） 

イ 地域福祉専門分科会（福祉総務課） 

ウ 健康づくり専門分科会（健康づくり推進課） 

エ 児童福祉専門分科会（子ども未来課） 

オ 児童福祉専門分科会児童処遇審査部会（児童相談所） 

カ 身体障害者福祉専門分科会障害程度審査部会 

（地域リハビリテーション推進センター） 

（２）令和７年度主要事業について 

（３）令和７年度組織機構改正の概要について 

３ 保健福祉長寿局次長挨拶 

４ 閉会 
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P.9 
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P.12～14 
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P.12～14 令和７年度 主要事業について 

P.15～17 令和７年度 組織機構改正の概要について 

 

資料２ 令和７年度 重点事業の概要 

（子ども未来局、保健福祉長寿局所管の事業のみ抜粋） 

 

資料３ 関係条例等 
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席次表 

 

    委員長     

    
静岡県立大学 

東 野 定 律     

市民委員 

天 野 育 子      
静岡大学 

田 宮   縁 
静岡県社会福祉士会 

安 藤 千 晶      
静岡市老人クラブ連合会 

豊 島 彰 司 
静岡市校長会 

石 岡 久美子      
静岡県立大学 

冨 安 眞 理 
静岡県弁護士会 

石 川 茂 吏      
市民委員 

中 村 千須子 
市議会 

井 上 智 仁      
静岡市自治会連合会 

中 村   満 
市民委員 

大 石 信 弘      
常葉大学短期大学部 

西 田 泰 子 
静岡市清水手をつなぐ育成会 

大 瀧 直 子      
静岡市身体障害者団体連合会 

服 部 邦 子 
静岡市静岡歯科医師会 

大 村 宗 久      
市民委員 

原 川 雅 代 
市民委員 

狩 野 美佐子      
静岡市私立保育園長会 

松 田   剛 
静岡市民生委員児童委員協議会  

清 野 文 雄      
静岡市社会福祉協議会 

三重野 隆 志 
静岡市薬剤師会 

小長谷 晋 吾      
静岡市私立幼稚園連合会 

宮 下 友美惠 
静岡市立静岡病院 

島 本 光 臣      
静岡県立大学 

森 本 達 也 
市民委員 

谷 口 年 江      
 

           

健康福祉部 
参与 

 
健康長寿推進
監兼本部長 

 
保健福祉長寿
局次長兼健康
福祉部長 

 
子ども未来 
局次長 

 
子育て教育 
政策監 

 
葵 

福祉事務所長 

地域包括ｹｱ・
誰もが活躍推
進本部次長 

 
保健衛生医療

統括監 
 
保健衛生医療

部長 
 

保健衛生医療
課長 

 
駿河 

福祉事務所長 
 

清水 
福祉事務所長 

健康づくり推
進課課長 

 福祉総務課長  
障害福祉企画

課長 
 

参与兼保健所
総務課長 

 
参与兼 

子ども未来 
課長 

 幼保支援課長 

参与兼介護保
険課長 

 
高齢者福祉課

長 
 
参与兼障害者
支援推進課長 

 
参与兼精神 

保健福祉課長 
 

青少年育成 
課長 

 
参与兼こども

園課長 

参与兼地域ﾘﾊ
ﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ推進
センター所長 

 
参与兼保険年
金管理課長 

   
参与兼児童 
相談所長 

 青少年育成課
担当課長 

 
参与兼子ども
家庭課長 

出 席 者  出 席 者  出 席 者 

出 席 者  出 席 者  出 席 者 

傍 聴 者  傍 聴 者  傍 聴 者 
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令和６年度 静岡市健康福祉審議会 全体会 委員名簿 

No. 区  分 氏   名 所  属 職  名  

1 委員長 
（社福審兼務） 東野

ひがしの

 定
さだ

律
のり

 静岡県立大学 教授  

2 委員 天野
あまの

 育子
いくこ

 市民委員 ―  

3 委員 
（社福審兼務） 安藤

あんどう

 千晶
ちあき

 静岡県社会福祉士会 日本社会福祉士会理事  

4 委員 
（社福審兼務） 石岡 久美子

い し お か  く み こ

 静岡市校長会 ―  

5 委員 
（社福審兼務） 石川

いしかわ

 茂
しげ

吏
り

 静岡県弁護士会 ―  

6 委員 
（社福審兼務） 井上

いのうえ

 智
とも

仁
ひと

 市議会 副議長  

7 委員 
（社福審兼務） 江原

えばら

 勝幸
かつゆき

 静岡県立大学短期大学部 准教授  

8 委員 大石
おおいし

 信弘
のぶひろ

 市民委員 ―  

9 委員 
（社福審兼務） 大瀧

おおたき

 直子
なおこ

 静岡市清水手をつなぐ育成会 副会長  

10 委員 
（社福審兼務） 大村

おおむら

 宗
むね

久
ひさ

 静岡市静岡歯科医師会 副会長  

11 委員 狩野
かの

 美佐子
みさこ

 市民委員 ―  

12 委員 
（社福審兼務） 清野

きよの

 文
ふみ

雄
お

 静岡市民生委員児童委員協議会 会長  

13 委員 
（社福審兼務） 小長谷

こ な が や

 晋
しん

吾
ご

 静岡市薬剤師会 副会長  

14 委員 
（社福審兼務） 島本

しまもと

 光臣
みつおみ

 静岡市立静岡病院 名誉病院長  

15 委員 
（社福審兼務） 竹内

たけうち

 康史
や す し

 静岡市清水医師会 会長  

16 委員 谷口 年江
たにぐち としえ

 市民委員 ―  

17 委員 
（社福審兼務） 田宮

たみや

 縁
ゆかり

 静岡大学 教授  

18 委員 
（社福審兼務） 豊島

とよしま

 彰司
しょうじ

 静岡市老人クラブ連合会 会長  

19 委員 
（社福審兼務） 冨安

とみやす

 眞理
ま り

 静岡県立大学 教授  

20 委員 中村
なかむら

 千
ち

須
ず

子
こ

 市民委員 ―  

21 委員 
（社福審兼務） 中村

なかむら

 満
みつる

 静岡市自治会連合会 副会長  

22 委員 
（社福審兼務） 苦竹

にがたけ

 幸
さち

枝
え

 静岡市静心会 理事長  

23 委員 
（社福審兼務） 西田

にしだ

 泰子
やすこ

 常葉大学短期大学部 非常勤講師  

24 委員 
（社福審兼務） 服部

はっとり

 邦子
いくこ

 静岡市身体障害者団体連合会 副理事長  

25 委員 原川
はらかわ

 雅代
まさよ

 市民委員 ―  

26 委員 
（社福審兼務） 松田

まつだ

 剛
たけし

 静岡市私立保育園長会 会長  

27 委員 
（社福審兼務） 三重野

み え の

 隆志
たかし

 静岡市社会福祉協議会 会長  

28 委員 
（社福審兼務） 宮下

みやした

 友美
ゆみえ

惠 静岡市私立幼稚園連合会 副会長  

29 委員 
（社福審兼務） 森本

もりもと

 達也
たつや

 静岡県立大学 教授  
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関係局部課長等一覧 

職名 氏名 所管分科会 所管計画 

保健福祉長寿局長 山本 哲生  

保健福祉長寿局次長兼健康福祉部

長 

萩原 祥古  

健康長寿推進監兼地域包括ケア・誰もが活躍推進本部長 内館 友理 健康長寿・誰もが活躍のまちづ

くり計画 参与兼地域包括ケア・誰もが活躍推進本部次長 酒井 真 

健康福祉部参与 山下 典子  

健康づくり推進課長 川口 徹 健康づくり専門分科会 

健康爛漫計画 

障害福祉企画課長 寺田 和弘  

参与兼障害者支援推進課長 三浦 一敏  

高齢者福祉課長 杉原 義人 高齢者保健福祉専門分科会 

健康長寿・誰もが活躍のまちづ

くり計画、高齢者保健福祉計画 

参与兼介護保険課長 平林 則彦 介護保険専門分科会 

健康長寿・誰もが活躍のまちづ

くり計画、介護保険事業計画 

参与兼保険年金管理課長 望月 秀人  

参与兼地域リハビリテーション推進センター所長 望月 巌 障害程度審査部会 

保健衛生医療統括監 千須和 健一  

保健衛生医療部長 杉山 智彦  

保健衛生医療課長 降矢 雄貴  

参与兼保健所総務課長 原田 康弘  

感染症対策課長 窪田 貢介  

参与兼精神保健福祉課長 松田 毅  

葵区副区長兼葵福祉事務所長 村松 正博  

駿河区副区長兼駿河福祉事務所長 山川 澄人  

清水区副区長兼清水福祉事務所長 長澤 秀紀  

子ども未来局長 橋本 隆夫  

子ども未来局次長 岡本 裕治  

子育て教育政策監 萩原 智美  

参与兼子ども未来課長 西島 弘道 児童福祉専門分科会 

子ども・子育て支援事業計画、

子ども・子育て・若者プラン 
青少年育成課長 繁竹 三千代 

青少年育成課子ども若者相談担当

課長 

澤本 由美 

幼保支援課長 松浦 里美 

参与兼こども園課長 國分 英夫 

参与兼子ども家庭課長 松下 龍一 

参与兼児童相談所長 大石 剛久 児童処遇審査部会 

福祉総務課長 近江 一禎 地域福祉専門分科会 

民生委員審査専門分科会 

地域福祉基本計画、成年後見制

度利用促進計画 
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【報告事項】 

専門分科会等における調査審議について 

 

令和６年度 健康福祉審議会の開催実績 

組織名称 開催回数、R6 実績、R7予定 令和６年度の主な取組 

健康福祉審議会 

（全体会） 

年１回 
R6 実績 3/13 

（R7 予定 ５月、３月） 

健康福祉に係る計画の総括的審議及び重要
施策の検討等 
・専門分科会からの報告等 
・各計画の策定等は進捗管理に係る報告 

 
高齢者保健福祉専門

分科会 

年１回 
R6 実績 11/14 

（R7 予定 ７月、10 月） 

・静岡市健康長寿・誰もが活躍の 
まちづくり計画の進捗管理について  

 介護保険専門分科会 
年１回 

R6 実績 11/14 
（R7 予定 11 月） 

・静岡市健康長寿・誰もが活躍の 
まちづくり計画の進捗管理について 

・第８期介護保険事業計画の実績報告に 
ついて 

 地域福祉専門分科会 

年２回 
R6 実績 6/3、 

2/17-2/28（書面） 
（R7 予定 ６月、９月、２月） 

・第４次静岡市地域福祉基本計画の 
進捗管理について 

・個別避難計画の作成について 
・静岡市重層的支援体制整備事業について 

 
健康づくり専門 

分科会 

年２回 
R6 実績 8/1、1/30 

（R7 予定 ８月、２月） 

・健康爛漫計画（第２次）登載事業の 
評価、健康爛漫計画（第３次）の進捗管理 

・地域・職域連携の推進に 

（社会福祉審議会） 
通常は審議会全体会として開催
します 

社会福祉法に基づく法定事項の審議 

 児童福祉専門分科会 

年５回 
R6 実績 6/27、7/30、9/3、 

11/6、3/5 
（R7 予定 ６月、８月、 

11 月、３月） 

・保育所等の設置認可等に関する意見聴取 
・「静岡市子ども・子育て・若者プラン」 
の進捗管理 

・「第３期静岡市子ども・子育て支援事業 
計画」の策定について 等 

  児童処遇審査部会 

年４回 
R6 実績 6/20、9/12、12/5、 

3/13 
（R7 予定 ６月、９月、12 月、 

３月） 

児童福祉法に基づく法定事項の審議 
・家庭裁判所への承認申し立て案件 
・処遇困難事例 

・静岡市一時保護施設の設備及び運営に 

関する条例の制定について 
・裁判事例（国賠訴訟） 

 
民生委員審査専門 

分科会 

R6 実績 開催なし 
（R7 予定 ８月、９月） 

民生委員法に基づく法定事項の審議 

 
身体障害者福祉専門 

分科会 

R6 実績 開催なし 
（R7 予定 未定） 

身体障害者福祉法に基づく法定事項の審議 

  障害程度審査部会 

審査（諮問） 随時 
会議 年２回 

R6 実績 7/29、12/16 
（R7 予定 ６月、12 月） 

身体障害者の障害程度に関する審議等 
・身体障害者手帳審査・交付・却下状況 
・指定医師指定・辞退状況 
・指定自立支援医療機関（更生医療・育成 

医療）指定・更新・辞退状況 等  
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【報告事項】  

高齢者保健福祉専門分科会、介護保険専門分科会について（高齢者福祉課、介護保険課） 

 

１ 令和６年度の審議事項等について 

 

（１）静岡市健康長寿・誰もが活躍のまちづくり計画の進捗管理について 

高齢者保険福祉専門分科会と介護保険専門分科会を合同開催し、「静岡市健康長寿・誰

もが活躍のまちづくり計画」（令和５～12 年度）の１年目（令和５年度）実績について

報告を受けた。 

 ※「静岡市健康長寿・誰もが活躍のまちづくり計画」は、老人福祉法に基づく「高齢者保

健福祉計画」と、介護保険法に基づく「介護保険事業計画」を核としている。ただし、「健

康長寿・誰もが活躍のまちづくり計画」の計画期間は本市の総合計画（８年間）に合わせ

ているが、「高齢者保健福祉計画」と「介護保険事業計画」は法定で３年計画となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）第８期介護保険事業計画の実績報告について 

介護保険専門分科会を開催し、第８期介護保険事業計画に関し、要介護（要支援）認定 

者数、介護サービス種類別の給付実績や分析結果等について報告を受けた。 

 

２ 令和７年度の取組について 

（１）「第 11 期高齢者保健福祉計画」策定のための介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の実 

 施（高齢者福祉課） 

   令和８年度に策定する第 11期高齢者保健福祉計画（令和９～11 年度）の基礎資料とす

るためのアンケート調査について質問項目等を協議する。 

 

（２）「第 10 期介護保険事業計画」策定のための在宅介護実態調査の実施（介護保険課） 

   令和８年度に策定する第 10期介護保険事業計画（令和９～11年度）の基礎資料とする

ためのアンケート調査について質問項目等を協議する。 

 

（３）「静岡市健康長寿・誰もが活躍のまちづくり計画」評価方法の整理（高齢者福祉課） 

   高齢者保健福祉専門分科会を開催し、静岡市健康長寿・誰もが活躍のまちづくり計画

のうち、主に高齢者保健福祉計画に関する事項について評価方法を協議する。 

 

（４）第９期介護保険事業計画進捗管理（介護保険課） 

   介護保険専門分科会を開催し、第９期介護保険事業計画に関して進捗状況の報告を受

ける。 
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【報告事項】  

地域福祉専門分科会について（福祉総務課） 

 

１ 令和６年度の審議事項等について 

 

（１） 第４次静岡市地域福祉計画（令和５年度～12 年度）について 

計画搭載事業について令和５年度の各基本目標の達成状況の確認と具体的事業（188 事

業）の評価を実施した。また、計画の基本目標ごとに総合評価シートを作成し、結果につ

いて審議した。 

（２）個別避難計画の作成について 

   個別避難計画優先作成対象者の条件の決定、マニュアル作成及び個別避難計画作成の

進捗について報告した。併せて、個別避難計画を用いた避難訓練の実施について報告し

た。 

（３）静岡市重層的支援体制整備事業について 

   重層的支援体制整備事業の本格実施に伴い、令和６年度の実施状況及び課題を踏まえ

た今後の方向性について報告した。 

 

２ 令和７年度の取組について 

 

（１）第４次静岡市地域福祉計画について 

   第４次静岡市地域福祉計画前期実施計画（令和５年度～８年度）の令和６年度の総合

評価及び掲載事業の評価を実施。 

（２） 個別避難計画の作成について 

個別避難計画優先作成対象者に係る個別避難計画作成の進捗状況を報告する。 

（３）静岡市重層的支援体制整備事業について 

重層的支援体制整備事業の進捗状況の確認や、事業実績等を踏まえた課題の抽出・解決に

向けての検討等を行う。 
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【報告事項】  

健康づくり専門分科会について（健康づくり推進課） 

 

１ 令和６年度の審議事項等について 

（１）健康爛漫計画（第２次：平成 25 年度～令和５年度）登載事業の評価・健康爛漫計画（第３次：

令和６年度～令和 17 年度）の進捗管理 

第１回では、第２次計画登載事業の令和５年度の事業評価と第３次計画登載事業の令和６年度実施

計画について審議した。 

第２回では、計画の重点的な取組事項である『生活習慣病予防・重症化予防』『誰もが健康になれる

環境づくり』『関係機関との連携と協働』の３点についての現状報告と、今後さらに取組を進めていく

ための方法を協議した。 

 （委員意見） 

 『生活習慣病予防・重症化予防』について 

・現場でも「自覚症状が無いのに治療をしなければいけないのか」という声がとても多く、自覚症状

がないと治療を続けるのは難しい。将来どのような影響があるかを、診断後すぐの時期に本人がき

ちんと理解できるようにするしかないのかな、と感じている。 

・保健福祉センターの保健師とも協力し、細かいケアをお願いしたい。 

『誰もが健康になれる環境づくり』について 

・子どものころからの習慣づけが大切。ただし、子どもだけでは習慣づけは難しいため、妊娠中から

のアプローチが必要。 

『関係機関との連携と協働』について 

・保育園や学校では、子どもたちへの食育の機会はあるが、保護者にまでは届きにくい。生活が大変

な家庭や、知識不足の家庭もあるため、親にも届く支援を検討してほしい。 

・参加者を多く集めたいときには、多くの対象に声をかける事が重要。 

 

（２）地域・職域連携の推進 

静岡市民の健康状態に関するデータの報告や、働き盛り世代への取組をさらに進めるための連

携方法について協議した。 

（委員意見） 

・性別により罹患リスクの高い病気が異なることにも着目し、啓発活動を実施してほしい。 

・地域にはコロナ禍で介護度が上がった方もいる。身体活動量を増やし、外出につながるような

取り組みを進めてほしい。 

・早期発見と早期治療が大切なので、そのきっかけとなる健診受診率の向上について、引き続き

取り組みを進めてほしい。 

 

２ 令和７年度の取組について 

（１）健康爛漫計画（第３次）登載事業の評価 

計画登載事業の令和６年度の事業評価および令和７年度事業計画について審議する。 

 

（２）地域・職域連携の推進 

市民の自主的な健康づくりの促進や働き盛り世代への取組をさらに進めるための連携方法につ

いて協議する。 
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【報告事項】  

児童福祉専門分科会について（子ども未来課） 

 

１ 令和６年度の審議事項等について 

 

（１）保育所等の設置認可等に係る意見聴取について 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業における、定員の設定及び変更について、 

  「静岡市子ども・子育て支援事業計画」との整合性の審議を行った。 

・特定教育・保育施設 32 件 

【内訳】定員増：３件 定員減：26 件  

新制度の幼稚園へ移行：１件 認定こども園へ移行：２件 

 

（２）「静岡市子ども・子育て・若者プラン」の進捗管理 

「静岡市子ども・子育て・若者プラン」の令和５年度の事業実績等を踏まえた点検・評 

  価を行った。 

 

 

（３）「第３期静岡市子ども・子育て支援事業計画」策定について 

   「子ども・子育て支援法」に基づき、幼児期の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業 

に係る量の見込みと確保方策等を定めた、「第２期静岡市子ども・子育て支援事業計画」の計

画期間が令和６年度末に終了を迎える中、第３期計画（計画期間：令和７年度から令和 11 年

度まで）の策定に向け、計画案の内容等について、意見聴取を行った。 

 

 

２ 令和７年度の取組について 

 

（１）「静岡市子ども・子育て・若者プラン」の進捗管理 

   「静岡市子ども・子育て・若者プラン」の令和６年度の事業実績を踏まえた点検・評価

を行い、同プランに基づく事業の実施について審議する。 

 

（２）保育所等の設置認可等に係る意見聴取について 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業における、定員の設定及び変更について、

子ども・子育て支援事業計画との整合性を審議する。 

 

（３）子どもの生活実態調査に係る意見聴取について 

   子どもの貧困対策推進計画の策定にあたり、子どもの貧困対策に関する取組等を検討する

うえでの基礎資料を作成するため、世帯の収入状況や子どもの生活実態に関する調査内容に

ついて、意見聴取する。 
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【報告事項】  

児童処遇審査部会について（児童相談所） 

 

１ 令和６年度の審議事項等について 

（１）審議事項 

（ア）児童相談所の処遇方針と児童・親権者の意見が相違し、処遇が困難な事案 

（イ）措置又は措置解除後の対応について、法律や医療等の専門的意見を必要とする事案 

（ウ）里親の認定 

（２）審議結果 

令和５年度 

 

 

 

令和６年度 

 

２ 令和７年度の取組について 

児童処遇審査部会を年４回開催予定 

 里親の認定 報告事項 

第４回 

R6.3.7 

なし ①令和５年度里親登録（新規、更新） 

②裁判事例                ３件 

・損害賠償請求事件の判決 

・親の同意のない施設入所措置（法28条） 

・親の同意のない２月超え一時保護（法33条） 

③一時保護所の第三者評価の結果 

 里親の認定 報告事項 

第１回 

R6.6.20 

養育里親     １件 

養育・養子縁組里親１件 

①家庭裁判所への承認申し立て案件 

・親の同意のない施設入所措置（法28条）  １件 

第２回 

R6.9.12 

なし ①家庭裁判所への承認申し立て案件 

・親の同意のない２月超え一時保護（法33条）１件 

②処遇困難事例              １件 

③静岡市一時保護施設の設備及び運営に関する条例

の制定について 

第３回 

R6.12.5 

養育里親     １件 ①家庭裁判所への承認申し立て案件 

・親の同意のない２月超え一時保護（法33条）１件 

②処遇困難事例              １件 

③裁判事例（国賠訴訟）          １件 

第４回 

R7.3.13 

（予定） 

養育里親     ２件 

養子縁組里親   １件 

養育・養子縁組里親１件 

①家庭裁判所への承認申し立て案件 

・親の同意のない施設入所措置（法28条）   １件 

・親の同意のない２月超え一時保護（法33条）１件 

②令和６年度一時保護所自己評価 

③児童虐待重大事案の発生について 

計 養育里親     ４件 

養子縁組里親   １件 

養育・養子縁組里親２件 

親族里親     ０件 

①家庭裁判所への承認申し立て案件 

・親の同意のない施設入所措置（法28条）   ２件 

・親の同意のない２月超え一時保護（法33条）３件 

②処遇困難事例              ２件 

③静岡市一時保護施設の設備及び運営に関する条例

の制定について 

④裁判事例（国賠訴訟）          １件 

⑤令和６年度一時保護所自己評価 

⑥児童虐待重大事案の発生について 
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【報告事項】  

身体障害者福祉専門分科会障害程度審査部会について（地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ推進センター） 

 

１ 令和６年度の審議事項等について 

 

（１）審査（令和７年１月末時点） 

審査の種類 件数 

身体障害者手帳障害程度の審査 2,218 件 

15 条第１項に規定する医師指定の審査 20 件 

指定自立支援医療機関の指定審査 25 件 

 

（２）障害程度審査部会会議 

会議 開催日 内容 

第１回 令和６年７月 29 日（月） ・身体障害者手帳審査・交付・却下状況 

・指定医師指定・辞退状況 

・指定自立支援医療機関（更生医療・育成医療）指定・更新・ 

辞退状況 

・診断書・意見書の様式について 

・口唇・口蓋裂後遺症等によるそしゃく機能の障害に関する診断

書を作成する歯科医師の指定について 

・身体障害者福祉法第 15 条に基づく医師に対する新型コロナ 

ウイルス感染症の罹患後症状に関する障害認定の取り扱いの 

周知について 

・身体障害者福祉法第 15 条第１項の規定に基づく指定医の周知

について 

第２回 令和６年 12 月 16 日（月） ・身体障害者手帳審査・交付・却下状況 

・指定医師指定・辞退状況 

・指定自立支援医療機関（更生医療・育成医療）指定・更新・ 

辞退状況 

・次期部会長の選任について 

・診断書・意見書及び指定医師の手引きのホームページ掲載につ

いて 

・障害程度審査部会委員について 

 

２ 令和７年度の取組について 

 

（１）各審査の諮問を毎週実施 

 

（２）障害程度審査部会会議を年２回（６月、12 月頃）開催予定 
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【報告事項】
令和７年度主要事業について（子ども未来局、保健福祉長寿局）
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市　　　長

副市長 副市長

保健所清水支所

精神保健福祉課

食品衛生課

生活衛生課

感染症対策課

地域リハビリテーション推進センター

児童相談所

福祉債権収納対策課

保険年金管理課
保健所総務課

高齢者福祉課 清水看護専門学校 こども家庭福祉課

介護保険課 保　健　所

障害者支援推進課 静岡看護専門学校 こども園運営課

幼児教育・保育支援課障害福祉企画課 動物愛護センター

病院経営企画課
こころの健康センター こども若者応援課健康づくり推進課 安心感がある温かい社会推進課

医事課

福祉総務課 地域包括ケア推進課 保健衛生医療課 事　務　局 こども未来課

健康福祉部 地域支え合い推進部 保健衛生医療部 清水病院

保健福祉長寿局 こども未来局

 

【報告事項】 

令和７年度組織機構改正の概要について（事務局） 

（令和７年２月３日時点） 

（１）改編に当たっての基本的な考え方 

 令和７年度に向けた組織機構改編に当たっては、４つの柱を基本として、社会情勢の変化や今後

の行政需要に柔軟に対応し、適切な市政運営が行える組織へ変革するため、必要な改編を行います。 

 

 

 

 

（２）令和７年度 静岡市組織機構図案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）子育て支援・教育の充実と健康長寿の推進 

（２）災害対応力の強化 

（３）地域経済の活性化 

（４）社会変革の促進 

【４つの柱】 

こども未来局の 

所掌事務等は 

次ページに記載 

地域包括ケア推進課 所掌事務： 

健康長寿・誰もが活躍のまちづくり計画、 

在宅医療・介護連携、認知症施策 など 

 

安心感がある温かい社会推進課 所掌事務： 

終活情報登録・伝達事業、 

エンディングプラン・サポート事業 など 
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（３）子ども未来局（こども未来局）の再編 

 

令和６年度 令和７年度 

子ども未来局 

子ども未来課 

 

 

 

 

 

 

 

 

青少年育成課 

 

 

 

 

 

 

 

幼保支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども園課 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども未来局 

こども未来課 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども若者応援課 

 

 

 

 

 

 

 

幼児教育・保育支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども園運営課 

 

 

 

 

 

 

 

 

調整係 

子ども政策係 

子育て支援推進係 

児童クラブ係 

育成係 

指導係 

子ども若者相談センター 

総務係 

管理第１係 

管理第２係 

幼児教育・保育推進係 

こども園等 55 園 

総務・事業者指導係 

給付係 

システム係 

総務係 

政策係 

地域子育て支援係 

ＤＸ推進係 

こども若者応援係 

児童クラブ係 

こども若者相談センター 

総務・施設係 

運営係 

職員係 

こども園等 55 園 

給付・支援係 

事業者指導係 

幼児教育センター 

所掌事務： 

こども政策の総括、チーム組織の総括、待機児

童対策、こどもの遊び場、地域の子育て支援の総

括、こどもに係るシステム・ＤＸ推進 など 

所掌事務： 

二十歳の記念式典、しずおかエンジェルプロジ

ェクト（結婚支援）、放課後児童クラブ、青少年

の補導、こども若者の相談機関 など 

所掌事務： 

民間保育施設補助金、利用給付、私学助成、指

導監査、市立・私立園職員の研修・相談、幼児教

育の質向上 など 

所掌事務： 

市立こども園の施設管理、市立こども園職員の

労務管理、市立こども園給食費の徴収、市立こど

も園園児の健康支援  など 
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子ども家庭課 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童相談所 

 （略） 

 

 

 

 

こども家庭福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童相談所 

（略） ※体制の変更なし 

 

 

子ども家庭係 

給付係 

ひとり親家庭支援係 

母子保健係 

こども支援係 

給付係 

ひとり親家庭支援係 

母子保健係 

所掌事務： 

児童相談、入所措置、一時保護、里親に関する

こと など 

所掌事務： 

こども家庭センター総括、児童虐待防止、要保

護児童対策地域協議会、ひとり親家庭等医療費助

成、不妊治療費助成  など 
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資料２

※子ども未来局、保健福祉長寿局所管の事業のみ掲載
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○静岡市健康福祉審議会条例 

平成19年３月20日 

条例第19号 

静岡市保健福祉介護総合政策審議会条例（平成17年静岡市条例第４号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、静岡市健康福祉基本条例（平成19年静岡市条例第14号。以下「基本条例」

という。）第16条に規定する静岡市健康福祉審議会（以下「健康福祉審議会」という。）の

組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（調査審議事項） 

第２条 健康福祉審議会の調査審議事項は、次のとおりとする。 

（１）健康福祉の推進に関する重要な事項に関すること。 

（２）基本条例第８条第１項に規定する基本計画の策定又は変更に関すること。 

（３）基本条例の見直しに関すること。 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める事項に関すること。 

２ 健康福祉審議会は、前項に規定するもののほか、社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下

「法」という。）第７条第１項に規定する社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関（以

下「社会福祉審議会」という。）として同項に規定する社会福祉に関する事項及び法第12条

第１項に規定する児童福祉に関する事項を調査審議し、就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。以下「認定こども園法」とい

う。）第25条に規定する幼保連携型認定こども園に関する審議会その他の合議制の機関とし

て認定こども園法第17条第３項、第21条第２項及び第22条第２項の規定によりその権限に属

させられた事項を調査審議し、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第77条第１項

に規定する審議会その他の合議制の機関として同項各号に掲げる事務を処理し、並びに成年

後見制度の利用の促進に関する法律（平成28年法律第29号。以下「成年後見制度利用促進法」

という。）第23条第２項に規定する審議会その他の合議制の機関として同項の規定により成

年後見制度の利用の促進に関する基本的な事項を調査審議する。 

（平25条例75・平26条例111・平30条例20・一部改正） 

（組織） 

第３条 健康福祉審議会は、委員29人（社会福祉審議会に係る委員（以下「社会福祉審議会委

員」という。）にあっては、24人）以内をもって組織する。 

２ 市長は、前項に規定する委員のほか、特別の事項を調査審議させるため必要があると認め
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るときは、健康福祉審議会に臨時委員を置くことができる。 

３ 社会福祉審議会委員及び社会福祉審議会に係る臨時委員のほか、委員及び臨時委員は、次

に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１）学識経験を有する者 

（２）保健医療関係団体を代表する者 

（３）福祉関係団体を代表する者 

（４）市民 

（５）前各号に掲げる者のほか、市長が特に必要と認める者 

４ 市長は、前項第４号に掲げる者を委員に選任するに当たっては、公募の方法によるよう努

めるものとする。 

（委員の任期） 

第４条 健康福祉審議会の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 臨時委員は、当該特別の事項の調査審議が終了したときは、解嘱されるものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 健康福祉審議会に、委員長及び副委員長２人を置く。 

２ 委員長は、法第10条の規定により置かれた社会福祉審議会の委員長の職にある者をもって

充てる。 

３ 副委員長は、社会福祉審議会委員のうちから委員長が指名する。 

４ 委員長は、会務を総理し、健康福祉審議会を代表する。 

５ 委員長は、健康福祉審議会の会議の議長となる。 

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委

員長があらかじめ指名する順序により、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 健康福祉審議会の会議は、委員長が招集する。この場合において、第２条第２項に規

定する事項について調査審議する会議にあっては、社会福祉審議会委員を招集する。 

２ 委員長は、委員（前項後段の会議にあっては、社会福祉審議会委員をいう。以下この条に

おいて同じ。）の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、健康福祉

審議会の会議を招集しなければならない。 

３ 健康福祉審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

-2-



４ 健康福祉審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の

決するところによる。 

５ 第３条第２項に規定する特別の事項について会議を開き、議決を行う場合における前２項

の規定の適用にあっては、臨時委員を委員とみなす。 

（専門分科会） 

第７条 第２条第１項各号に規定する事項を専門的に調査審議するため、健康福祉審議会に高

齢者保健福祉専門分科会、介護保険専門分科会、地域福祉専門分科会及び健康づくり専門分

科会を置く。 

２ 前項の地域福祉専門分科会は、同項の規定によるもののほか、成年後見制度利用促進法第

23条第２項の規定により成年後見制度の利用の促進に関する基本的な事項を専門的に調査審

議する。 

３ 法第11条第１項の民生委員審査専門分科会及び身体障害者福祉専門分科会のほか、法第12

条第２項の規定により読み替えられる法第11条第１項の規定に基づき、児童福祉専門分科会

を置く。 

４ 前項の児童福祉専門分科会は、同項の規定によるもののほか、子ども・子育て支援法第77

条第１項各号に掲げる事項並びに認定こども園法第17条第３項、第21条第２項及び第22条第

２項の規定により健康福祉審議会の権限に属させられた事項を専門的に調査審議する。 

５ 第１項に規定する専門分科会に属すべき委員は、委員のうちからそれぞれ委員長が指名す

るものとする。 

６ 民生委員審査専門分科会に属すべき委員は、社会福祉法施行令（昭和33年政令第185号）第

２条第１項の規定に基づき、委員長が指名する。 

７ 身体障害者福祉専門分科会及び児童福祉専門分科会に属すべき委員は、社会福祉審議会委

員のうちからそれぞれ委員長が指名するものとする。 

（平25条例75・平26条例111・平30条例20・一部改正） 

（審査部会） 

第８条 社会福祉法施行令第３条第１項の規定により身体障害者福祉専門分科会に障害程度審

査部会を置く。 

２ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第６項に規定する措置及び児童福祉法施行令（昭

和23年政令第74号）第29条に規定する里親の認定に係る市長の諮問に応じるため、児童福祉

専門分科会に児童処遇審査部会を置く。 

３ 障害程度審査部会に属すべき委員及び臨時委員は、社会福祉法施行令第３条第２項の規定
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に基づき、委員長が指名する。 

４ 児童処遇審査部会に属すべき委員及び臨時委員は、社会福祉審議会委員のうちから委員長

が指名するものとする。 

（専門委員） 

第９条 市長は、特に専門的な事項を調査審議をさせるため必要があると認めるときは、第７

条第１項に規定する専門分科会に専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、当該特に専門的な事項について学識経験を有する者のうちから市長が委嘱す

るものとし、当該特に専門的な事項の調査審議が終了したときは、解嘱されるものとする。 

（庶務） 

第10条 健康福祉審議会、第７条に規定する専門分科会及び第８条に規定する審査部会（以下

「健康福祉審議会等」という。）の庶務は、保健福祉長寿局において処理する。 

（平24条例92・平27条例117・一部改正） 

（委任） 

第11条 法、社会福祉法施行令その他法令、基本条例及びこの条例に定めるもののほか、健康

福祉審議会等の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

（平26条例111・旧附則・一部改正） 

（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正す

る法律附則第９条の規定に基づく調査審議） 

２ 健康福祉審議会は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律の一部を改正する法律（平成24年法律第66号。以下「一部改正法」という。）の施行の

日の前日までの間において、一部改正法附則第９条の規定に基づく認可の手続に係る調査審

議を行うものとする。 

（平26条例111・追加） 

３ 前項の規定により行われた調査審議は、一部改正法の施行の日以後においては、第２条第

２項の規定に基づき行われた調査審議とみなす。 

（平26条例111・追加） 

附 則（平成24年12月14日条例第92号）抄 

（施行期日） 
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１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年７月４日条例第75号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年７月３日条例第111号） 

この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一

部を改正する法律（平成24年法律第66号）の施行の日から施行する。ただし、附則の改正規定

は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年12月15日条例第117号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月20日条例第20号） 

この条例は、平成30年４月１日から施行する。 
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○静岡市健康福祉審議会運営要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、静岡市健康福祉審議会条例施行規則（平成19年静岡市規則第41号。以

下「規則」という。）第５条の規定に基づき、静岡市健康福祉審議会（以下「審議会」とい

う｡）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

  （専門分科会の会議） 

第２条 静岡市健康福祉審議会条例（平成19年静岡市条例第19号。以下「条例」という。）

第７条第１項に規定する各専門分科会におかれた規則第２条第１項に規定する専門分科会

長は、専門的事項について調査審議を終了したときは、その結果について、審議会に報告す

るものとする。 

２ 条例第７条第２項に規定する身体障害者福祉専門分科会及び児童福祉専門分科会の決議

は、これをもって審議会の決議とする。ただし、重要又は異例な事項についてはこの限りで

ない。 

３ 専門分科会の議事その他運営に関し必要な事項は、専門分科会長が当該専門分科会に諮っ

て定める。 

 （審査部会の会議） 

第３条 審議会は、次に掲げる事項について諮問を受け、又は意見を求められたときは、条例

第８条第１項に規定する障害程度審査部会の決議又は意見をもって審議会の決議又は意見

とする。 

（１）身体障害者の障害程度に関すること。 

（２）身体障害者手帳の交付に係る医師の指定に関すること。 

（３）自立支援医療（精神通院医療を除く。）を担当する医療機関の指定に関すること。 

２ 審議会は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第６項に規定する措置及び児童福

祉法施行令（昭和23年政令第74号）第29条に規定する里親の認定に係る市長の諮問に関し

て意見を求められたときは、条例第８条第２項に規定する児童処遇審査部会の意見をもって

審議会の意見とする。 

３ 審査部会の議事その他運営に関し必要な事項は、審査部会長が当該審査部会に諮って定め

る。 

 （雑則） 

第４条  この要領に定めるもののほか、健康福祉審議会等の運営に関し必要な事項は、委員長

が定める。 
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   附 則 

この要領は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成28年 4月 1日から施行する。 
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